第２回家庭部門会議の概要
１．テーマ　　家庭部門おける電力・ガス小売全面自由化の理解促進および省エネ啓発について
２．目的
・前回の会議を踏まえ、府民に向けた電力・ガス小売全面自由化の理解促進を図るため、府の

ＨＰ案の内容について議論する。
・省エネ啓発では、国の新規事業について紹介する。また、主に主婦層を対象とした家庭向けの省

エネ啓発の手法について検討する。
３．会議の開催
（１）日時：平成29年12月20日（水)　14時～16時
（２）場所：大阪府庁本館　５階　議会特別会議室（大）
（３）出席者
【消費者団体、環境NPO】
なにわの消費者団体連絡会、全大阪消費者団体連絡会、公益社団法人全国消費生活相
談員協会、公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント相談員協会、　 NPO法

人住宅長期保証支援センター、NPO法人ひらかた環境ネットワーク会議、NPO法人大阪環境
カウンセラー協会
【エネルギー供給事業者】
関西電力(株)、大阪ガス(株)、オリックス(株)、（一社）大阪府ＬＰガス協会

【国・自治体等】
近畿地方環境事務所、大阪市、堺市、門真市、大阪府、大阪府地球温暖化防止活動推進
センター
（４）概要および意見等
①電力・ガス小売全面自由化に関しての府民への啓発について
○概要
・電力・ガス小売全面自由化に関する国の動きについて説明した。
・電力・ガス小売全面自由化についての一般府民への啓発として、府ＨＰ案を紹介し、意

見交換を行った。

・また、全大阪消費者団体連絡会から、府内の電気事業者の電源構成開示状況につい

て、情報提供した。

　　　　　○主な意見等

　　　　　　・ＨＰ案について、クリーンエネルギーとして導入している事業者がいることについて、触れても

いいかと思う。電気料金だけではなく、そういう選択肢もあるということを示せたらいいのでは

ないか。

　　　　　　・電力小売全面自由化について、契約先の電気事業者が倒産した際は、電気は止まること

はないという部分に、注意書きで契約料金が変わる可能性があることを書いた方がいい。

　　　　　　・一般府民の方は、届いている電気が様々な電気事業者の電気が混ざっていることを理解

されていない方が多い。説明しても難しい。

　　　　　　・電気事業者を比較する時に、全電源に対するＣＯ２の平均排出係数を掲載することは

正しいとは断言しにくい。消費者が再エネ比率の高い事業者を選んだとしても、再エネの量

が増えるとは限らず、調整のために火力発電量が増える可能性もある。
　　　　　　　　→そのことについては間違いないが、ただ消費者が電気事業者を普通に選ぶ際に、事業
者の姿勢がわかるので、選択する上での１つの判断材料として考えてもらえれば。
　　　　　　・契約先を検討する際に、シミュレーションをしている窓口があるが、あまりその企業の電

気やガスの強みについて、話してくれない。説明されるのは、安さばかりだ。
②温暖化適応策の府民への啓発について
　　　　　○概要
・温暖化適応策についての今年度の府の取組みやイベントについて、結果報告を行った。
③家庭部門における省エネ取組の推進について
＜行動科学の省エネへの適用について＞

○概要
　・ナッジの考え方について紹介し、省エネ啓発への活用例について説明した。

＜料理教室におけるチラシ配布について＞

　　　　　○概要
　・料理教室等における省エネ啓発としてその場で配布するパンフレット案について、意見交換

を行った。

　　　　　○主な意見等
　　　　　　・各家庭の電気代を占める照明の電気消費量も大きいと思うので、一言照明に関するお得情報がほしい。
　　　　　　・冷蔵庫の買い替え啓発の部分について、冷蔵庫の容量を記載した方がいいのではないか。「○○社製品」という記載もあればいいと思う。
＜企業・人気ブロガーと連携したセミナーについて＞
　　　　　○概要
　　　　　　・大阪府地球温暖化防止活動推進センターから、住まいの窓と省エネの深い関係をテーマとして、企業・人気ブロガーと連携したイベント企画について紹介した。
④環境・エネルギー教育の推進について
　　　　○概要

　　　　　・今年度の教材冊子の配布と出前講座実施の現状について報告した。
　　　　○主な意見等
　　　　　・出前講座の実際の子どもたちの反応はどうだったか。
　　　　　　　→座学だけではなく、体験型も実施しているので、楽しんで学んでもらえた。
　　　　　・環境カウンセラー協会でも同じような出前講座を実施しているが、助成金で半額の補助しか

されないのが課題だ。
以　上
